
　この度、6 月30 日をもって、理事長を退任いたしました。在任中は、皆さま方の多
大なご支援、ご協力を賜わりまして、健康保険組合の発展に尽くすことができました
ことを厚くお礼申し上げます。
　さて、２年間の在任中を振り返って見ますと、健康保険法等の大きな改正が２度あ
りました。１度目は平成14 年1 0 月の老人医療費の自己負担分が定率１割（一定以上
所得者は２割）に変更され、また、老人保健対象者が70 歳から段階的に75 歳に引き
上げられたことです。この改正を反映してか翌年からの老人医療費が一時的にせよ減
少しております。２度目は昨年の４月から実施された被保険者の医療費の一部負担が
2 割から３割に引き上げられ、さらに保険料の計算方法に賞与も含めた総報酬制が導
入されたことです。この改正は、事業主ならびに被保険者の皆さまには大きなご負担
をお願いする結果となっております。しかしながら２度にわたる健康保険法の改正は、
平成2 0 年に予定されている医療保険制度の抜本改革までの一過程に過ぎず、健保財
政を好転させる改正とまでは行かないのが現状です。
　当健康保険組合におきましては、健全財政を維持すべく事業運営・財政面の改革に
取り組み、保健事業の見直しに伴う利用者数の減少著しい保養所の閉鎖の決定、また、
健康日本2 1 に連動した『歩け歩け運動』など、実効性のある健康づくり運動の推進
などを行ってまいりました。また、現段階では特別大きな予算を必要とする事業計画
がないことから本年度は、被保険者の皆様の保険料負担を軽減するため保険料率の引
き下げを実施いたしました。微力ではありましたが、これらの諸施策が当健康保険組
合の健全財政の堅持、また、皆様の健康の保持増進のお役に立てたならば幸いに存じ
ます。
　健康保険組合を取り巻く諸情勢はまだまだ厳しいものがありますが、後任の横河電機
株式会社人財総務センター長の小澤正和氏のもと横河電機健康保険組合が一丸となって
難局を打破し、益々、発展してゆくことを祈念しております。
　最後になりましたが、在任中は格別のご高配とご指導を賜わり厚くお礼申し上げます。
皆さまのご健康とご多幸をお祈り申し上げ、退任のご挨拶とさせていただきます。

横河電機健康保険組合組合会新議員のご紹介
役職名 氏　名 事　業　所

理 事 長

常務理事

選定理事

同

同

横 河 電 機 株 式 会 社

横 河 電 機 健 康 保 険 組 合

日本

小澤　正和
水間　英夫
石河　正弘
一守　　靖
杉野　裕幸

役職名 氏　名 事　業　所

選定議員

同

同

同

同

同

同

監 事

横 河 電 機 株 式 会 社

横 河 電 機 株 式 会 社

ジーイーイーイー メディディデ カルシステムィカルシステムィ 株式会社ム株式会社ム

横河 株式社会株式社会

日本ヒューレット・パッカード株式会社ド株式会社ド

株 式 会 社 ワ イ ・ デ ィ ・ シ －

宮村　秀男
加藤　享夫
堀上　　潔
露木　静一
鈴木　隆男
越智　律和
平田　知男
瀬津　慶治

役職名 氏　名 事　業　所

互選理事

同

同

同

同

横 河 電 機 株 式 会 社

アジレント・テクノロジ－株式会社

横横横 メメ ィィィ

株式会社株式会社

山岸　重巳
森田　昌吾
馬島　　薫

功刀　俊秀

役職名 氏　名 事　業　所

互選議員

同

同

同

同

同

同

監 事

横 河 レ ン タ ・ リ ー ス 株 式 会 社

横 河 情 報 シ ス テ ム ズ 株 式 会 社

横河横河 株式会社株式会社

日本日本 株式会社株式会社

アジレント・テクノロジ－株式会社

横 河 電 機 株 式 会 社

米島　一太
村山　祐二
広瀬　長人
長瀬　雅治
郡家　賢治
錦戸　太郎
古屋　智英
内藤　　弘

　横河電機健康保険組合の事業主各位、ならびに被保険者とそのご家族の皆さまには益々
ご健勝のこととお喜び申し上げます。
　さて、このたび高橋前理事長の後任として、当健康保険組合の理事長に就任いたしました。
　横河電機健康保険組合は19 3 6 年（昭和11 年）に設立され本年11 月には68 周年を
迎えるまでに至りました。その間、歴代理事長のご尽力と皆さまのご理解、ご協力の
もと、長引く景気低迷の中でも保健事業を後退させることなく、円滑な事業運営を進
めてきております。
　しかし、健康保険組合を取り巻く外部環境は益々厳しくなっており、全国に約
1 ,6 0 0 ある健康保険組合の平成16 年度予算を見ますと総報酬制導入によって改善さ
れているとはいえ、５割以上の組合が赤字予算となり、経常収支では27 6 億円の赤字
となっております。どの組合も低迷する経済状況に加え、急速な高齢化に伴う老人保
健拠出金等の拠出金（保険料収入の38％を占める）の負担によって健保財政が圧迫され、
苦しい健保運営を余儀なくされております。先頃、厚生労働省が公表した20 0 3 年の
特殊出生率は過去最低の1 .2 9 でした。それに反し同年の65 歳以上の高齢者人口の割
合は19 .0％で、2 0 1 5 年には 2 6 .0％に達すると予測されています。老人医療制度の
改革は、急を要す国を挙げての大きな課題となっております。
　一方、当健康保険組合の平成1 6 年度予算を見ますと健保事業の見直し、効率化等
によって予算総額は103 億 6 ,0 0 0 万円で前年度比4 .6％減少しておりますが、今年度
も、厚生労働省の提唱する「健康日本2 1」運動の「二次予防から一次予防へ」の観点
に立ち、健康増進の事業を推進していきます。しかし、一方では保険料収入に占める
拠出金の割合は全国平均を約10％上回る47％に達し、健保財政を圧迫する大きな要
因となり、依然として厳しい状況が続いております。
　このような時期に理事長に就任し、その責務の重大さを強く感じておりますが、こ
の度新たに選出された議員の皆様と手を携え、各事業所とも十分コミュニケーション
をとりながら、微力ではございますが、健康保険組合の健全で安定的な事業運営とさ
らなる発展のため、全力を注ぐ所存でおりますので、皆さまの暖かいご支援とご協力
を賜わりますようお願い申し上げます。


